
学校における性に関する指導及び
関連する取組の状況について

初等中等教育局 健康教育・食育課
令和４年３月１０日
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学校における性に関する指導について①

背景 課題

・学校における性に関する指導は、学習指導要領に基づき、児童生徒が性に関して正しく理解し、適切に行動を取れるようにすることを目的に

実施されており、体育科、保健体育科や特別活動をはじめ、学校教育活動全体を通じて指導することとしている。

・指導に当たっては、①発達の段階を踏まえること ②学校全体で共通理解を図ること ③保護者の理解を得ること などに配慮するとともに、

④事前に、集団で一律に指導（集団指導）する内容と個々の児童生徒の状況等に応じ個別に指導（個別指導）する内容を区別しておく

など、計画性をもって実施することが大切である。【学習指導要領解説（保健体育編）】

●体は思春期になると次第に大人の体に近づき、体つきが変わったり、初経、

精通などが起こったりすること（変声、発毛、異性への関心も芽生えること

についても理解できるようにする）

小学校

●思春期には、内分泌の働きによって生殖に関わる機能が成熟すること、ま
た、成熟に伴う変化に対応した適切な行動が必要となること（射精、月経
、性衝動、異性の尊重、性情報への対処など性に関する適切な態度や行
動の選択が必要になることを理解できるようにする）

●妊娠や出産が可能となる観点から、受精・妊娠を取り扱うものとする
●感染症については、後天性免疫不全症候群（エイズ）及び性感染症に
ついても取り扱うものとする

中学校

●生涯を通じる健康の保持増進や回復には、生涯の各段階の健康課題に
応じた自己の健康管理及び環境づくりが関わっていること（受精、妊娠、
出産とそれに伴う健康課題、また、家族計画の意義や人工妊娠中絶の心
身への影響などについて理解できるようにする）

●感染症の予防には、個人の取組及び社会的な対策を行う必要があること
（エイズ及び性感染症についても、その原因、及び予防のための個人の行
動選択や社会の対策についても理解できるようにする）

高等学校

学習指導要領及び解説（体育科、保健体育科）の主な記述 文部科学省の取組

●教職員を対象とした健康教育指導者養成研修や教育委員会担

当者を対象とした会議において研修等を実施

●小・中・高校生向けに性感染症や妊娠・出産等を含む児童生徒の

健康問題を総合的に解説した教材を文部科学省ＨＰに掲載する

とともに、教育委員会担当者が集まる会議等において周知

●厚生労働省と連携し、性に関する指導において産婦人科医や助産

師等の外部講師を活用することについて教育委員会へ周知

「わたしの健康」
（小学生用）

「かけがえのない自分
かけがえのない健康」
（中学生用）

「健康な生活を送るために」
（高校生用）
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学校における性に関する指導について②

◇ 学習指導要領は、概ね１０年に１度、中央教育審議会の答申に基づき改訂（直近では、平
成２９年、３０年に告示）。現在、改訂された内容が小学校では令和２年度、中学校では令
和３年度から全面実施され、高校では令和４年度から年次進行で実施される予定。

◇ 学習指導要領の実施に当たっては、教師用解説書の作成や教科書の準備（作成、検定、採
択、発行）、教員の研修など、相当期間の準備が必要。

◇ 現在は学習内容の着実な実施・定着を図る期間であり、各学校・学校設置者において指導
の工夫改善が図られる時期。

◇ 文部科学省においても、本年１月に都道府県・指定都市の教育委員会担当者を対象とした
「学校保健全国連絡協議会」において、性に関する指導についてをテーマとした協議を実施
。
⇒ 外部講師を活用した指導の状況等について、各都道府県等の取組状況の共有し、事例

を紹介。

◇ また、学校における「生命の安全教育」のモデル事業を実施し、学校における実証を通じ
た指導の充実、普及・展開を図る。

◇ 加えて、日本学校保健会等の関係機関と連携し、保健教育に関する指導コンテンツ（動画
教材を含む）の充実を図る。
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取組事例の紹介

各都道府県・政令市の取組例（令和３年度学校保健全国連絡協議会から）

〇 教職員に対する研修
・産婦人科医、助産師、大学教授等を講師として教職員向けの研修の実施
・地方自治体内の保健医療担当部局との連携して実施
・オンラインを活用した研修会の実施 など

※ 研修内容は「性に関する指導」をテーマとするもののほか、自治体作成の指導の手引きに関するもの、

性の多様性に関するものなど、各自治体の実情に応じて設定している

〇 指導の手引き・教材
・自治体独自で教員用の指導の手引きや教材集を作成
・県医師会が監修してスライド資料を作成 など

〇 授業への外部講師の活用
・医師会と連携し、外部講師候補者をリスト化
・県教育委員会で外部講師派遣を事業化、県内の全校に講師を派遣
・自治体の保健医療担当部局が助産師会と連携し、生徒向けセミナーを実施 など

◇ 課題等
・保護者の理解を得ながら教育を進める必要
・外部講師の確保が困難（関係機関との連携不備、特定の医師に負担等）
・外部講師との打ち合わせ時間の確保（授業内容の事前調整、事後評価等） など
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趣 旨
「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」に基づき、内閣府・文部科学省が連携し、有識者の意見も踏まえ、生命の安全教育のための教材

及び指導の手引きを作成。これにより、性犯罪・性暴力の加害者、被害者、傍観者にならないための教育を推進。

１．教材・指導の手引きの内容

・発達段階に応じた、「生命（いのち）を大切にする」「加害者にならない」「被害者にならない」「傍観者にならない」ための教材等を作成
・具体的には、生命の尊さを学び、性暴力の根底にある誤った認識や行動、また、性暴力が及ぼす影響などを正しく理解した上で、生命を大
切にする考えや、自分や相手、一人一人を尊重する態度等を、発達段階に応じて身に付けることをめざす。
・また、各段階に応じたねらいや展開、児童生徒から相談を受けた場合の対応のポイント、指導上の配慮事項、障害のある児童生徒への指
導方法の工夫、保護者への対応等を示した指導の手引きを作成。

【幼児期】
・「水着で隠れる部分」は自分だけの大切なところ

・相手の大切なところを、見たり、触ったりしてはいけない

・いやな触られ方をした場合の対応 等

生命の安全教育教材・指導の手引きの作成について

【小学校】
・「水着で隠れる部分」は自分だけの大切なところ

・相手の大切なところを、見たり、触ったりしてはいけない

・いやな触られ方をした場合の対応

・ＳＮＳを使うときに気を付けること（高学年） 等

【中学校】
・自分と相手を守る「距離感」について。

・性暴力とは何か（デートＤＶ、ＳＮＳを通じた被害の例示）

・性暴力被害に遭った場合の対応 等

【高校】
・自分と相手を守る「距離感」について。

・性暴力とは何か（デートＤＶ、ＳＮＳを通じた被害、セクハラの例示）

・二次被害について

・性暴力被害に遭った場合の対応 等

【高校卒業前、大学、一般（啓発資料）】
・性暴力の例、実態

・身近な被害実態

・性暴力が起きないようにするためのポイント

・性暴力被害に遭った場合の対応・相談先 等

（主な教材の内容）

２．今後の取組

令和３年度 本教材等の周知を行うとともに、本教材を活用したモデル事業を実施。

令和４年度 引き続きモデル事業を実施するとともに、好事例集などを作成する予定。全国の学校等における取組を支援。

【特別支援教育】
・小学校等向けの教材を活用しつつ、障害の状態を踏まえ教材を工

夫して実施。

・児童生徒の発達段階や障害の状態等に応じた個別指導を実施。

特
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幼児向け教材例 小学生（高学年）向け教材例

中学生向け教材例 高校生向け教材例

小学生（低・中学年向け）教材例

高校生（卒業直前）・大学生・一般向け
啓発資料例

各段階の教材・指導の手引き等は、以下のURL及び右記QRコードよりダウンロードできます。

各学校において、授業等での教材の投影・配付等をお願いいたします。

文部科学省ホームページ：「性犯罪・性暴力対策の強化について」

（URL）https://www.mext.go.jp/a_menu/danjo/anzen/index.html
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中学校・高校向け教材例
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生命（いのち）の安全教育推進事業
令和4年度予算額（案） 33百万円

（前年度予算額 33百万円)

性暴力は、被害者の尊厳を踏みにじり、その心身に長期にわたり重大な悪影響を及ぼすものであり、絶対に許されない。昨年決定した
「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」に基づき、「生命（いのち）を大切にする」、「加害者・被害者・傍観者にさせない」ための「生命
（いのち）の安全教育」を地域の実情に応じて段階的に教育の現場に取り入れられるよう取組を加速し、全国に展開していく必要がある。

また、女性に対する暴力が生まれる背景には女性の人権を軽視する傾向がある（2018,国連）と指摘があり、性被害・性暴力の背景にあ
る性差別意識の解消を図る。

課題・背景

取組の必要性

◆「第5次男女共同参画基本計画】
（R2.12)
第5分野・女性に対するあらゆる暴力の根絶

生命の尊さを学び生命を大切にする教育、自
分や相手、一人一人を尊重する教育をさらに推
進するとともに、性犯罪・性暴力の加害者、被
害者、傍観者にならないよう、幼児期から子供
の発達段階に配慮した教育の充実を図る。

Ⅰ 学校等における生命（いのち）の安全教育の推進

ⅰ）指導モデルの開発
子供たちを性暴力の当事者にしないため、内閣府と共同で作成した「生命（いのち）の安全教育」

の教材と指導の手引き活用して、実践校において指導モデルを作成する。実践校や教育委員会等では、
子供たちへの指導の充実や教職員の理解を深めるための研修や、外部講師や外部有識者等の地域と連
携を図り取組を進め、指導モデルの普及・展開を図る。 （幼・小・中・高・特支）

Ⅱ 学校と地域で育む男女共同参画の促進
小・中学生を対象に、男女の尊重や自分を大事にすることの理解、固定的な性別役割分担意識解消の理解を深める教育プログラムを活用して、児童

生徒に対して、性差に関する偏見や固定的な性別役割分担意識の解消を図るプログラムの実証を行う。

「生命（いのち）の安全教育」の教材抜粋

◆「女性活躍・男女共同参画の重点方針2021」（R3.6.16すべての女性が
輝く社会づくり本部・男女共同参画推進本部決定）
Ⅲ 女性が尊厳と誇りを持って生きられる社会の実現
（１）女性に対するあらゆる暴力の根絶
③生命（いのち）の安全教育の令和５年度全国展開に向けた取組
「生命（いのち）の安全教育」について、保護者への周知を含め、進める。このた
め、性被害の未然防止を目的とした予防啓発教材を活用したモデル事業を令和３年
度、令和４年度に実施し、教育機関における実証を通じた指導モデルを開発する。

ⅱ）指導事例の収集等
学校種や地域性などの特性を踏まえた多様な指導事例（指導案）や、全体計画モデル事例、教員研

修のノウハウなど、全国のモデルとなる指導事例等についてとりまとめる。さらに、教員等の指導の
充実を図るため、性暴力・性犯罪被害に関する現状と今後の取組の方向性などについて、教育委員会
や学校に広く、周知・展開を図り、全国の学校等の教育の現場において「生命(いのち)の安全教育」
に取り組むことができる環境を整備する。

◆「経済財政運営と改革の
基本方針2021 について」
（R3.6.18閣議決定）
第2章．５（２）女性の活躍
「…、性犯罪・性暴力対策の
強化などの取組を推進する。
…」

【委託事業 令和３年度事業開始】
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（参考）児童生徒等の月経随伴症状等への対応

◇ 「女性活躍・男女共同参画の重点方針2021」において、女性の生理と妊娠等に関する健康
について、生理に伴う様々な困難を相談しやすい環境整備の推進に関する項目が盛り込まれ
、必要に応じ、より迅速かつ適切に産婦人科等の受診につなぐことの重要性が示される。

◇ 文部科学省から、学校・学校設置者（教育委員会等）に対して、思春期の女子の月経異常
等を早期に発見し、適切な相談や治療につなげるため、児童生徒等の月経随伴症状等の早期
発見及び保健指導等の実施について事務連絡を発出。（令和３年１２月）

女性活躍・男女共同参画の重点方針2021（抜粋）（令和３年６月１６日）
Ⅲ 女性が尊厳と誇りを持って生きられる社会の実現 （２）女性の生理と妊娠等に関する健康
○生理に伴う様々な困難を相談しやすい環境整備の推進

小・中・高等学校等において、月経関連の症状を始めとする生理に関する様々な症状の児童生徒に対し、必要に応
じて産婦人科等の受診につなぐ。また、「女性の健康推進室ヘルスケアラボ」等の情報提供について、児童生徒を
始め誰もが分かりやすい情報を充実させる。これらにより、児童生徒を始め誰もが生理などの体の悩みを気兼ねな
く産婦人科等に相談できる環境の整備に努める。

（事務連絡の概要）
◇ 定期の健康診断時の保健調査票等に月経に伴う諸症状について記入する欄を設け、保護者

にもその記入について注意を促すなどにより、所見を有する児童生徒等を的確に把握し、健
康相談や保健指導を実施したり、必要に応じて産婦人科医への相談や治療につなげるなどの
対応について周知。

◇ 健康診断マニュアル（日本学校保健会発行、文部科学省監修）に記載している健康診断時
に注意すべき産婦人科関連の疾病及び異常等についても、改めて周知。 59


